
 

遠野市長臨時記者発表項目（令和元年 10 月 21 日） 
 

 

■日時 令和元年10月21日（月）14：00～15：00 

■場所 とぴあ庁舎 大会議室 

 

 

 

 

【発表項目】 

１ 小さな拠点による地域づくり推進方針について （資料No. １） 

 

 

２ （一社）遠野ふるさと公社経営改革３か年計画の策定について （資料No. ２） 



 

 

永遠の日本の 

ふるさと 遠野 

 
 

小さな拠点による地域づくり推進方針について 
 
 
【発表の要旨】 
  人口減少社会に対応するため、小さな拠点による地域づくりを推進してきた

が、今年度から新たなステージに進み、住民自治、市民協働理念による地域づ
くりの構築に本格的に取り組んでいく。 

 
 
【発表の内容】 
１ 市民協働による地域運営体制への転換 
   人口減少社会の中で市民サービスの維持を図るためには、行政運営への市民

参画を更に求める必要が生じてきている。 
市民が安心して暮らし続けられる地域を形づくるため、市民、各種団体、関

係機関、企業等が総動員した持続可能な新たな地域運営体制の構築に取り組ん
でいく。 

 

 

２ 地区センターの指定管理者制度導入 
   地域運営の取組のひとつとして、市内 11 地区センターの管理・運営を、地

域の団体（各地区の地域づくり連絡協議会を想定）に指定管理又は業務委託し
たい。 

   地域の活動拠点である地区センターを維持することと、併せて地区センター
職員が地域雇用職員となることで、地域コミュニティの自治力を育み地域活動
を継続できる住民自治体制を確保していくことを目指す。 

    
 
３ 行政区再編の取組   
   地域コミュニティの基礎単位である行政区（自治会）の活動の継続が困難と

なってきている。小さな拠点による広域的（小学校区単位、昭和の合併の村単
位）地域づくりの取り組みを進めることと、基礎単位のコミュニティの活力は
持続可能な地域づくりには必要不可欠である。 

   長年培った地域の力を活かし、新たな地域づくりの取り組みを下支えする役
割を担う行政区の再編に取り組む。 

      
 

 

遠野市記者発表資料 

令和元年 10 月 21 日 

市民センター市民協働課 

資料 Ｎｏ．１

市民センター市民協働課（荻野、松田） 

 電話 0198-62-4411 （内線 840-202）

担当 



 

 

永遠の日本の 

ふるさと 遠野 

 
 

（一社）遠野ふるさと公社経営改革３か年計画の策定について 
 
 
【発表の要旨】 
  令和２年度から同４年度までを計画年度とする（一社）遠野ふるさと公社

（以下、ふるさと公社）経営改革３か年計画を策定しました。 

 
【発表の内容】 
１ 経営改革３か年計画の概要について  

（１）経営改革３か年計画の目的 

地域事業者と共に「遠野」と「遠野産品」の魅力を強化育成し、継続的な「稼ぐ

地域」を支える遠野の中核企業を目指すと同時に、遠野の伝統や文化の継承にも貢

献し、社員が「誇り」と「はたらきがい」を持てる企業となることで、時代の変化

を着実にとらえ持続的な発展が出来る組織を目指します。 

（２）計画策定までの経過 

経営改革３か年計画の策定にあたっては、ふるさと公社と遠野市が連携し発足し

た改革推進実行班が主体となり、別途遠野市側で改革推進支援会議も立ち上げ、ふ

るさと公社経営改革の支援体制を整えた上で、今回の計画を策定しました。 

（３）３か年計画収支目標           （単位：百万円） 

  

 

 

 

 

 

平成19年度の約８億４千万円の売上を令和４年度までに上回ることを目標とし、

２千万円の黒字化を目指します。 

２ 経営改革の柱について  

（１）組織づくり 

 ①常勤経営者による経営体制の構築 ②組織のガバナンス(内部統制)強化 

 ③攻める営業体制の構築      ④計画的な採用と地元人材の育成 

（２）安定資金の確保 

 ①利益体質への転換        ②新たな資金調達手段の確保 

（３）地域商社機能の強化 

 ①選択と集中による収益改善    ②地域事業者との連携 

 ③マーケティング・プロモーション(販売戦略)力強化 

（４）施設維持・運営管理の見直し 

 ①施設の魅力づくり       ②オペレーション(業務管理)の最適化 

 ③管理強化と事業見直しによるコスト低減 

 ④建物の老朽化への対応（風の丘リニューアルを含む） 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

総売上 800 840 880 

総費用 804 830 860 

収支 ▲4 10 20

遠 野 市 記 者 発 表 資 料 

令和元年 10 月 21 日 

産業部三セク・まち活推進室 

資料 Ｎｏ．２

産業部三セク・まち活推進室（中竹）

   電話 0198-62-2111（内線 532）

担当 
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住民自治と市民協働へのステップ


～人口減少、高齢化社会を支える


新たな地域自治の仕組みづくり～


遠野市


遠野市
行政改革（地域づくり）推進


基本方針







令和の行政改革


小さな拠点による地域づくり


遠野市 １


１ 趣旨
「遠野スタイル」のまちづくりの検証として、第二次遠野市進化まちづくり検証委員会（以下「第二次検証委員会」という。）


が「地域コミュニティのあり方」をテーマに、少子高齢化、人口減少の影響による地域コミュニテイの問題を探り、将来を見据え


た地域コミュニティの持続的な運営や仕組みの在り方を検討しました。その中で、次の二つの問題が顕在化していると指摘してい


ます。


(1) 人口減少により、住民自治の基礎単位である自治会の構成員数が減り、さらに人口格差も広がっており、役員やリーダーの担


い手不足や活動参加者の減少、若者や女性などの多様な人材の参画が進まない。


(2) 行政区（90区）と住民自治の単位である自治会の区分けが地域によって混在していることで、行政区長と自治会長を兼任する


リーダーの負担を重くしている。


第二次検証委員会では、これらの問題を共有しながら地域コミュニティの自治力を育む方向を目指し、①地域の課題については、


住民同士が話し合い、解決策を考え、実践に移すプロセスを行政が支援する協働システムの構築が必要、②地域づくり計画（自治


会単位）と地区まちづくり計画（地連協単位）を策定し、事業実施の体制づくりが必要、③自治会と行政区を明確化し、行政から


の業務の見直し、住民負担の軽減と住民が地域づくりに専念できる環境の整備が必要、④地区センターは、地域運営・自治のサポ


ートの役割に改めるべき等の最終提言を行いました。


この提言を受けて、遠野市は、平成27年に地域コミュニティ支援方針を定め、「地域づくり」、「人づくり」、「健康づくり」


そして「地域支えあい」をキーワードに、地区センターの組織体制見直し、地区まちづくり計画の策定支援、一括交付型補助金等


の財政支援を行い、地区センターを基軸とした町単位の「住民自治行政」を推進してきました。その結果、平成30度には、11地区


で地区まちづくり計画を策定し、平成31年度から当該計画に基づく地域経営の実証を開始することになりました。


今後、その動きを更に加速させ、新たな市民協働の仕組みを構築するため、地域運営組織の構築、地区センターの指定管理者制


度等の導入、行政区再編、区長制度見直し等により、小さな拠点による地域づくりを推進するものです。


遠野市
行政改革（地域づくり）推進


基本方針







2


２ 新たな市民協働の仕組みを構築する過程
人口減少、少子高齢化の進展に伴い、地域コミュニティの自治力の低下や行政の力


だけでは、対応できない問題（地域福祉、防災など）が多くなっており、その解決の
ために、地域コミュニティの自治力を育み、新たな市民協働の仕組みを構築する必要
が生じていることから、次の３つの重点項目について取り組みます。


市民協働による課題解決
の仕組みを再構築


市民センター・地区セン
ターの支援機能を見直し


住民自治を進めやすい範
域に行政区などを再編３


２


１
〇地域運営組織の構築


〇地区センターの指定管理者


制度導入又は業務委託導入


〇行政組織見直し


・（仮称）地域づくり応援室


・地域担当職員制度


〇行政区再編


〇区長制度見直し


〇自治会支援制度創設


地域
コミュ
ニティ


再生
遠野市


小さな拠点による地域づくり 遠野市
行政改革（地域づくり）推進


基本方針







(1) 市民協働による課題解決の仕組みを再構築
ア 地域運営組織（小さな拠点の住民自治組織）の必要性


3遠野市


小さな拠点による地域づくり 遠野市
行政改革（地域づくり）推進


基本方針


これまでの地域づくり
（行政主導の市民協働）


・社会教育の充実
・健康づくりの推進
・文化活動の推進
・コミュニティ活動の推進
・推進基盤の整備
・支援育成事業


山積する地域課題
（行政サービスの限界）


・一人暮らし、認知症
・子育て、いじめ
・若者の雇用
・空き家対策、防災
・除雪、道路補修


◎市民センター構想・カントリーパーク構想
「地域づくり」
「人づくり」
「健康づくり


◎ちいさな拠点による地域づくり


「地域支え合い」
「地域づくり」、 「人づくり」、「健康づくり」


持続可能な
地域コミュニティ


住民自治の力と
住民と行政の協
働の力が不可欠


地域課題対応型
の住民自治を担
う地域運営組織


が必要


これからの地域づくり
（住民自治の市民協働）


安心・安全な地域
地域福祉の向上
防災活動の充実


高度経済成長期 バブル崩壊 人口減少・少子高齢化の進行


福
祉


教
育


防
災


環
境


安
全


医
療


産
業


社会教育の充実／健康づくり
の推進／文化活動の推進／推
進基盤の整備／支援育成事業
⇒イベントの見直し等


重点
項目







イ 地域運営組織の構築


4


地域運営組織（指定管理者）


地区センター


行


政


区


自


治


会


社
会
福
祉
協
議
会


体
育
協
会


交
通
安
全
協
会


防
犯
協
会


老
人
ク
ラ
ブ


婦
人
会


消
防
団
分
団


新
チ
Ι
ム


会


社


〇〇部会 〇〇部会〇〇部会


課題
解決
の


実行
組織


市民センター


自治会
地区住民


地域づくりの主体


遠野市


小さな拠点による地域づくり 遠野市
行政改革（地域づくり）推進


基本方針


自治会


地区住民


地域づくり連絡協議会


区
長
会


社
会
福
祉
協
議
会


体
育
協
会


交
通
安
全
協
会


防
犯
協
会


老
人
ク
ラ
ブ


婦
人
会


消
防
団
分
団


地区センター


市民センター


協議・連絡調整


伝達・要請


地域コミュニ
ティの自治
力の低下


地域課題が
山積


行政の力だ
けでは対応
困難


住民自治と
行政の協働
の力が必要


安心・安全
地域福祉の向上
防災活動の充実


今取り組まなければ


地域課題が深刻化


人口減少・少子高齢化


の進行に備えます


支援


支援


地域づくり応援室 地域担当職員制度







ウ 現状とこれからの地域づくりの理念


5遠野市


小さな拠点による地域づくり 遠野市
行政改革（地域づくり）推進


基本方針


遠野市


行政と地域の支え合い


【将来像】永遠の日本のふるさと遠野


【基本理念】 遠野スタイルの創造・発展
〇地域の特性や資源を生かすこと 〇自分たちのまちを良くしようと行動すること 〇市民が主体性を持つこと


【大綱５】 みんなで考え支え合うまちづく


【遠野市民憲章】 共に考え支え合って、未来を望む協働のまちをつくります。


市民協働の理念


地域づくりの理念


地域づくりの組織


地域活動の方向


現状


地域づくり、人づくり、
健康づくり


地域づくり連絡協議会
行政に協力するパートナー


行政主導型


各種団体ごとに活動
（イベント等従来の活動）


これから


住民自治・地域自立型


地域支え合い、地域づく
り、人づくり、健康づくり


地域運営組織
行政と対等なパートナー


各種団体の連携活動
（地域課題に対応した活動）







エ 現状とこれからの地域づくり


6遠野市


小さな拠点による地域づくり 遠野市
行政改革（地域づくり）推進


基本方針


項目 地域課題等の一例 現状 これから


地域支え合い
地域福祉の向上


高齢者の見守り 一人暮らしや認知症が増加傾向にあり、見守り等
の対応は行政の力だけでは対応できない課題とな
っています。


地域で「見守り」が可能となる仕組みづくりを構
築することにより、高齢者等が地域で安心して暮
らす環境が整います。


公共交通の維持 運転手等の確保が難しい状況で、公共交通の維持
による高齢者等利用者の利便性向上への対応は、
喫緊の課題となっています。


地域交通等の仕組みづくりを構築することにより、
高齢者等利用者の利便性向上が図られます。


除雪 幹線道路は、市が業者に委託して対応しています
が業者のオペレーター等の確保が難しい状況で、
生活市道までの対応は困難な課題となっています。


幹線道路は、現状通りですが、生活市道は、地域
で対応する仕組みづくりを構築することにより、
除雪効果の向上が図られます。


防災活動の充実 自主防災 最近の多発する災害は、甚大で広域に及ぶものが
多くなり、その備えは、行政の力（公助）だけで
は対応ができない課題となっています。


小さな拠点単位や自治会単位で、自主防災組織と
消防団分団との連携を図り、自助、共助の力を強
化することにより、災害への備えが高まります。


地域づくり 各種団体の活動 各種団体の活動やイベントへの参加者の減少によ
り各種団体の活動の停滞や継続が困難なものが見
受けられるなど課題となっています。


各種団体の活動やイベントの見直しを行うことに
より、地域事情に合わせた地域活動が可能になり
ます。


人づくり 生涯学習 各世代ごとに学級・講座等開催していますが、参
加者が減少傾向にあり、人材育成が課題となって
います。


これまで以上に人材育成強化に取り組むことによ
り、地域づくりのリーダーや担い手育成が可能に
なります。


健康づくり スポーツイベント 参加者の減少により行政区対抗方式の大会は、継
続が困難なものが見受けられ課題となっています。


開催方式の見直し等を行うことにより、継続が可
能になります。







エ 高齢者の見守りのイメージ


7遠野市


小さな拠点による地域づくり 遠野市
行政改革（地域づくり）推進


基本方針


〇令和元年10月１日～令和２年１月31日
本事業は、郵便局を「国民生活の安心安全の拠点」とし、その強みを活かして地域の


課題解決や利用者の利便性向上を推進していくため、郵便局と地方自治体等の連携のあ
り方等を調査・検証することを目的とした総務省事業です。
本市は、本年３月に、日本郵便株式会社と包括連携協定を結び、地域の活性化及び市


民サービスの向上等に取り組んでいくことを確認しており、現在取組を進めている小さ
な拠点づくりにおいても、市内11地区にある郵便局との連携が今後ますます重要となる
ことから、本事業による安心・安全な仕組みについて検討を進めようとするものです。


高齢者の見守り


【参考】総務省郵便局活性化推進事業開始


消防


警察


社会福祉協議会
郵便局


地域運営組織（地域福祉部会）


見守りのネットワーク


安心・安全の確保
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オ 地区センターの指定管理者制度等導入
住民自治及び市民協働の推進を図り、地域コミュニティの自治力を育むための


施策として地区センターの指定管理者制度等を導入します。


指
定
管
理
者
制
度


地方自治体が所管する公の施設「住民の福祉を増進する目的をもってその利用に供する施設」の管理
に、民間の能力やノウハウを活用し、市民サービスの向上や行政コストの縮減を図ります。


期待される効果（メリット） 懸念される事項（デメリット）


・多様で主体的な事業展開により、自治力・地域力の増大、地域
活性化が期待できます。


・収益事業等の新たな地域づくりが可能になります。
・使用権限の付与による住民の利用促進が図られます。
・利用料金制の採用による運営費等の収入確保が可能になります。


・市職員がいなくなることで、地域と行政（市）の繋がりが弱
くなることが懸念されます。


・事務局員となる人材を確保できない可能性があります。


現状 これから


施設管理・職員
の労務管理


遠野市


指定管理者（地域運営組織）
※人件費、施設管理費等の必要経費
は、遠野市から指定管理者に支払わ
れます。


事務局体制


市職員（３人体制）
・所長（再任用・任期付職員）
・主任又は主事（正職員）
・地域活動専門員（非常勤職員）


指定管理者採用職員（３人体制）
・所長
・地域活動員 ２名


遠野


小友


附馬牛


松崎
土淵


青笹


上郷


宮守


達曽部


鱒沢
綾織


業務委託対象地区


指定管理者制度対象地区


遠野市


小さな拠点による地域づくり 遠野市
行政改革（地域づくり）推進


基本方針


地区センター
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カ 指定管理業務等の範囲と内容
指定管理業務等は、市と指定管理者との協定締結で決まります。その主な範囲


と内容は、次のとおりです。
１ 地域づくりの支援に関すること。 ５ 施設の運営等に関すること。


・身近な地域課題への対応 ・図書、記録、各種資料の整備、利用促進


・地区まちづくり計画の策定及び事業の推進 ・地区センターに係る周知広報


・各種団体の組織強化・自治会の育成支援 ・管理運営のための体制整備


２ 市民協働事業に関すること。 ６ 施設の使用許可に関すること。


・道路、水路等の簡易な補修 ・使用許可、使用案内、使用制限


・市が対応できない道路の除雪 ・使用者の安全確保


・公共交通で対応できない地域の交通対策 ７ 施設使用料の徴収に関すること。


３ 生涯学習に関すること。 ８ 施設及び設備の維持管理に関すること。


・各種学級、講座の開催、学習情報の提供 ・施設及び設備の維持管理又は修繕


４ 職員の労務管理に関すること。 ・秩序保持及び安全確保業務


※上記の指定管理業務等の内、住民負担が増えるのは、１及び２の一部業務です。その他の業務は、指定管理者の事務局
職員が行います。また、住民負担軽減のため、市の依頼業務の見直し（廃止、軽減等）を行います。


遠野市


小さな拠点による地域づくり 遠野市
行政改革（地域づくり）推進


基本方針







カ 地域づくりのための人材確保支援
地域づくりの主体となる指定管理者の事務局職員等の人材確保は、指定管理者


に委ねることとなりますが、それが困難な場合は、市としても可能な限り人材紹
介等の支援を行います。


遠野市


小さな拠点による地域づくり 遠野市
行政改革（地域づくり）推進


基本方針


地域広報等で募集


地域おこし協力隊等の人
材活用


市が可能な限り人材紹介３


２


１ 地域から人材登用


市内外広域から人
材登用


市職員OB、各種団体
職員OB等の人材登用


安定的な
人材確保
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キ 地域づくりのための財政支援概要
地区センターの管理運営及び地域づくり推進のために、指定管理料、地区まち


づくり交付金等の財政支援を行います。


遠野市


現状 これから


地連協の運営状況
※〇〇町の例


〇主な収入 3,000千円
会費 1,500千円（3,000円×500世帯）
補助金等 1,500千円


〇主な支出 3,000千円
活動費…地連協、社協、体協、安協、防犯
事業費…関係団体毎の各種事業
会議費…会議用お茶代
事務費…郵券、事務用品
保険料…公民館保険


〇主な収入 3,000千円
会費 1,500千円（3,000円×500世帯）
補助金等 1,500千円


〇指定管理料 約15,500千円
※現行の経費を基準に算定


・人件費 約10,000千円（３人分）
給与 9,000千円、共済費 1,000千円


・施設管理費 約 5,000千円
需用費、役務費、委託料、使用料及び賃借料
※地区センターにより異なります。


・事業費 約 500千円


地域づくりの財源 地区まちづくり補助金 3,000千円
※要綱等により使途が制限される。


地区まちづくり交付金 3,000千円
※要綱等により使途が制限されない。


合計 6,000千円 約21,500千円


事業補助金及び業務
委託料


事業補助金及び業務委託料は、地域の取組状況により異なります。
※業務委託料の一例 道路（草刈）管理業務、公園管理業務等


小さな拠点による地域づくり 遠野市
行政改革（地域づくり）推進


基本方針
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(2) 市民センター・地区センターの支援機能を見直し
住民自治及び市民協働の推進を図るため、次のとおり行政組織を見直します。


ア 市民センター及び地区センターの職員体制


項目 内容


(ｱ) 市民センター
市民協働課の課内室として（仮称）地域づくり応援室を設置します。
職員体制（市民協働課４人、地域づくり応援室３人）


(ｲ) 地区センター


職員体制は、３人体制を維持します。また、「地域による支え合い」を効果的に推
進するため、遠野市社会福祉協議会との連携を強化し、地域包括支援センターのサ
テライト機能を地区センターに集約します。


現状 これから


〇市職員（３人体制）
・所長（再任用・任期付職員）※週31時


・主任又は主事（正職員）※週40時間


・地域活動専門員（非常勤職員）※週29時間


〇指定管理者採用職員（３人体制）
・所長 ※週40時間


・地域活動員 ２名 ※週40時間


〇社会福祉協議会職員（まるごと相談員）
※綾織、土淵、青笹に配置


〇社会福祉協議会職員（まるごと相談員）
※段階的に拡大


遠野市


小さな拠点による地域づくり 遠野市
行政改革（地域づくり）推進


基本方針
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項目 内容


(ｳ) 地域担当職員制度
市職員が市と出身地域のパイプ役として身近な窓口となり、その地域を担当。
区長会等に出席し、行政情報の提供、地域情報の収集を行い、地域づくりを支
援する仕組みを制度化するものです。


地域担当職員の業務
地域担当職員は、各部課等に所属しながら担当業務の
他に地域づくりを支援するため次の業務を担当します。


①地域の会議や地域づくり会議等に出席します。


②地域に必要な情報提供などを行います。


③地域の要望を担当課に取り次ぎます。


チーム制


遠野市


小さな拠点による地域づくり 遠野市
行政改革（地域づくり）推進


基本方針
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・市と地域の連絡・調整等迅速な対応が可能になります。
・地域と市職員の信頼関係と相互理解が深まります。
・市職員の地域活動への参加促進
・地域を知り計画・施策へ反映できる職員の育成


期待できること


住民から顔の見える職員


住民プロフェッショナル
次代を拓く職員







(3) 住民自治を進めやすい範域に行政区などを再編
ア 行政区再編（その１）


現在の行政区では、地域づくりのリーダーや役員等の担い手不足により地域コ
ミュニティの維持が困難となっている地域が顕在化していることから、今後の地
域づくりをより効率的かつ効果的に推進するため、住民自治を進めやすい範域に
行政区などを再編します。


遠野市 14


小さな拠点による地域づくり 遠野市
行政改革（地域づくり）推進


基本方針


•世帯数⇒40世帯


•役員⇒高齢化、役員を兼職


•自治会活動⇒困難


第１行政区
（自治会）


•世帯数⇒60世帯


•役員⇒高齢化、役員を兼職


•自治会活動⇒やや困難


第２行政区
（自治会）


•世帯数⇒100世帯


•役員⇒高齢化、役員一人一役


•自治会活動⇒可能


第３行政区
（自治会）


再編


• 世帯数⇒100世帯


• 役員⇒高齢化、役員一人一役


• 自治会活動⇒可能


新第１行政区


（自治会）


※旧第１行政区と旧
第２行政区の統合


• 世帯数⇒100世帯


• 役員⇒高齢化、役員一人一役


• 自治会活動⇒可能


新第２行政区
（自治会）


※旧第３行政区







イ 行政区再編（その２）
今後10年の人口推移を考慮します。


29,317 


27,545 
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2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年


人口


15歳未満


（年少人口）


15歳～64歳


（生産年齢人口）


65歳以上


（老年人口）


遠野市の人口推計
人


10年で４千人減少
地方交付税４億円減少


2020年 2030年 比較 減少率：％


遠 野 6,538 5,621 △917 △14.02


綾 織 1,537 1,289 △248 △16.01


小 友 1,194 974 △220 △18.42


附馬牛 1,167 950 △217 △18.59


松 崎 4,398 3,815 △583 △13.25


土 淵 1,941 1,603 △338 △17.41


青 笹 2,230 1,872 △358 △16.05


上 郷 2,374 1,919 △455 △19.16


宮 守 1,952 1,643 △309 △15.82


達曽部 1,127 921 △206 △18.27


鱒 沢 979 816 △163 △16.64


合 計 25,437 21,423 △4,014 △15.78


15遠野市


小さな拠点による地域づくり 遠野市
行政改革（地域づくり）推進


基本方針







ウ 行政区再編（その３）
地域の歴史、文化等による繋がりを考慮します。


再編案 行政区数 内訳


現行 90 遠野15、綾織７、小友５、附馬牛７、松崎８、土渕10、青笹８、上郷10、宮守７、達曽部７、鱒沢６


第１案
（旧小学校区単位で
の見直し）
※遠野及び松崎を除く。


90→56
遠野15、綾織３、小友４、附馬牛３、
松崎８、土渕５、青笹３、上郷６、
宮守４、達曽部２、鱒沢３


第２案
（※基準世帯数によ
る見直し）
※概ね70世帯以下


90→71
遠野15、綾織５、小友４、附馬牛４、
松崎８、土渕８、青笹６、上郷８、
宮守６、達曽部３、鱒沢４


16遠野市


小さな拠点による地域づくり 遠野市
行政改革（地域づくり）推進


基本方針







※ 上記に示している再編案は、地域と協議するための「たたき台」です。


再編案 行政区数 内訳


第３案
（※地域要望による
見直し）
※平成31年度・令和元年度
区長ヒアリング


90→60


遠 野11（５区、６区及び７区を統合、９区、10区及び11区を統合）


綾 織３（１区から３区までを統合、４区及び５区を統合、６区及び７区を統合）


小 友４（２区及び４区を統合）


附馬牛３（１区及び２区を統合、３区及び４区を統合、５区から７区までを統合）


松 崎８


土 渕６（１区から３区までを統合、４区及び５区を統合、６区及び７区を統合）


青 笹６（１区及び２区を統合、７区及び８区を統合）


上 郷８（２区及び３区を統合、８区及び10区を統合）


宮 守５（１区及び２区を統合、４区及び７区を統合）


達曽部３（１区及び２区を統合、３区及び４区を統合、５区から７区までを統合）


鱒 沢３（１区及び２区を統合、３区から５区までを統合）


17遠野市
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エ 区長制度見直し
これまで区長は、遠野市の特別職非常勤職員として任用されてきましたが、地方公務員法の一


部を改正する法律の施行（令和２年４月１日）により、特別職非常勤職員の要件が厳格化された
ことに伴い、区長を特別職非常勤職員として任用できなくなりました。
ついては、区長制度を廃止し、行政区再編後の新たな行政区自治会への支援制度に移行します。
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現状の区長制度
（市長が委嘱）


〇区長の職務（遠野市区長設置規則第４条）
・その他市長が必要と認めること。
委員の推薦、選出／行事への動員／あて職での会


議、行事への出席／苦情、要望対応処理／会費、物
販の料金徴収等


移行


新たな自治会支援制度
（市長と自治会長が契約）


〇自治会活動の維持
〇担い手不足解消
〇区長職務の負担軽減
現行の区長の職務は、行政区単位での自治会長を


中心とする自治会が組織的に遂行します。


市長


行政区長 行政区長 行政区長


市長が委嘱。
報酬を支給


市長


自治会長 自治会長 自治会長


市長と自治会
長が契約。
委託料を支給


特別職非常勤職員の
要件が厳格化
「専門的な知識経験
等に基づき、助言、
調査等を行う者」


特別職非常勤職員 私人


遠野市


小さな拠点による地域づくり 遠野市
行政改革（地域づくり）推進


基本方針
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オ 自治会支援制度創設
自治会活動の活性化のため、区長報酬、行政事務交付金等を財源とする、自治


会への委託料を柱とする新たな自治会支援制度を創設します。


項目 内容


自治会委託料
※自治会長等の役員報酬等


に活用


財源…32,908千円（区長報酬27,630千円、行政区事務費交付金 1,879千円、施設
管理料 3,399千円）


【試算一例】


区長
報酬
・
90人


自治会
委託料
・


役員等
の報酬


遠野市 現行 試算❶ 試算➋ 試算❸


行政区数 90 90 90 90


均等割 307,000 200,000 200,000 250,000


世帯割 1,000円/世帯 800円/世帯 500円/世帯


地域割（遠野以外） 20,000


総負担額 27,630,000 28,036,000 27,528,800 27,518,000


80世帯数区 280,000 284,000 290,000


最高額（世帯数666） 307,000 866,000 732,800 583,000


最低額（世帯数 29） 307,000 229,000 243,200 264,500


19遠野市
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３ 業務工程表（令和元年度から令和４年度まで）
期日 内容


令和元年


上期


・区長（90人）及び地連協会長にヒアリング…４月10日～５月20日
・指定管理者制度等導入案、行政区再編案、区長制度見直し案及び自治会支援制度案
（以下「指定管理者制度等導入案等」という。）策定


・小さな拠点による地域づくり推進会議開催…６月24日
・指定管理者制度等導入案等に係る区長会説明…６月28日～８月７日


下期
・指定管理者制度等導入案等に係る市民説明（行政区自治会単位）
・指定管理者制度等導入案等に係る議会説明
・行政組織の見直し ※（仮称）地域づくり応援室の設置案及び地域担当職員制度案の策定


令和２年 ４月１日


・地区センターの指定管理者制度導入（先行地区）
・行政組織見直し ※（仮称）地域づくり応援室設置及び地域担当職員制度施行


・区長改選（90行政区）
・行政区再編施行及び自治会支援制度導入への準備期間（令和２年度及び３年度）


令和３年 ４月１日
・地区センターの指定管理者制度導入（後継地区）又は業務委託導入（遠野、松崎、
宮守、鱒沢）


令和４年 ４月１日
・行政区再編施行
・自治会支援制度導入


遠野市
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私たちは地域経済の活性化と市民福祉の増進に努めます。


一般社団法人 遠野ふるさと公社
経営改革３か年計画


社訓
 お客様と「笑顔のふれあい」を大切にします。
 類似ではなく「独創」を心がけます。
 先に先にを心がけ「こちらから」行動します。
 不測の事態に「備え」行動します。
 一人ひとりが「広報マン」として行動します。
 社会との「絆」を大切にします。


計画年度：令和２年度～同４年度


遠 野 市 記 者 発 表 資 料
令 和 元 年 1 0 月 2 1 日
(一社)遠野ふるさと公社







当公社の現状


85


90


95


100


105


110


115


120


300


400


500


600


700


800


H26 H27 H28 H29 H30


過去５年間売上・入込数


純売上高 利用者数


（万人）（百万円）


・平成30年度決算では11百万円の赤字計上。売上は過去５年はほぼ横ばい状態。
・入込客数は震災後の観光客減少の影響を強く受け、未だ回復傾向に無い。


・入込客が震災前の数値まで回復しなかった。
・消費増税により購買意欲が低減している。
・燃料費・電気代の高騰による費用増。
・東電和解金が減少傾向にある。


・少子高齢化に伴う人口減少により利用者の絶
対数が減少。


・ツアー旅行が減少し、個人旅行、日帰り旅行
が増加した。


現状の外的要因


・統括制度が上手く機能していなかった。
・関係団体との連携が図れていなかった。
・新卒採用をせず、年齢構成に偏りがあった。


・平均勤続年数が短く、ノウハウが受け継がれて
いなかった。


・イベントに頼らない持続的な集客策が打てな
かった。


・目的地となるような魅力的な商品・体験を用意
出来なかった。


現状の内的要因
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単位：百万円 ふるさと公社売上目標比較


３か年計画収支目標


売上平均増加率を目標とした場合


収支目標策定方針


・これまでの経営手法の継続では収入は増加できず、収支の改善のためには縮小均衡を
図ることとなる。


・経営改革を実現するためには、ゴールとなる売上げ目標値を定め、そのために必要な
施策を実施する必要がある。


・平成１９年度の売上実績（約８億４千万円）以上を目標に据える。


経営改革に向けた行動計画を策定・
実行することで、平均増加率を上回
る売上目標を達成する。
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３か年での差は
約１億３千３百万円


収支：▲１千万円


収支：２千万円


年間成長率：約７％


年間成長率：約１％


売上







経営改革３か年計画の収支目標及び策定経過


経営改革３か年計画の策定にあたっては、遠野市と連携し改革推進実行班が主体と
なって改革案を作成した。また、改革推進支援会議も立ち上げ、当公社の改革をバック
アップする体制がある中で、今回の計画を策定した。


会議体（回数） 出席者 内容


理事会
（定例：年４回


臨時：不定期）


ふるさと公社理事・事務局
市


経営にあたり理事会の在り方や、施設担当
理事の選任について協議を行っている。


改革推進支援会議
（３回）


ふるさと公社副理事長
遠野市担当部署部長


下記実行班と共に、公社の改革を支援する
市が主体となった会議体。


改革推進実行班会議
（計５回）


ふるさと公社常務理事
同公社支配人級２名
遠野市三セク・まち活推進室


当公社が抱える経営課題について、遠野市
との協働で会議体を結成し、改善策の検討
を行うもの。


経営グループ会議
（毎月１回）


ふるさと公社副理事長・常務理事
各支配人・各部長・料理長
市


課題の精査と自らの解決策について当事者
意識を持って意見交換と実践を行っている。


計画策定の経過


令和２年度 令和３年度 令和４年度


総売上 800 840 880


総費用 804 830 860


収支 ▲4 10 20


（単位：百万円）３か年計画収支目標
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経営改革３か年計画の収支目標の詳細


・令和３年度での黒字化を目標とし、計画最終年の令和４年度では2,000万円の収益を目標とした。
・平成30年度対比で固定費については据え置き、各施設の売上は３か年で風の丘が約20～25%、他３施
設が約10～15％の増加を見込んでいる。
・ふるさと村、水光園については、令和４年度での赤字解消を目指す。
・営業企画については、地域商社部門としての成長を見込み、令和４年度で100万円の収益を目標とした。
・一般管理・営業外については、職員の定期昇給、賞与を見込み若干の増としている。 5


遠野ふるさと公社 ３か年収支計画


※利用料金、使用料、取扱手数料、受託料、指定管理料含む
単位：千円


部門
H30年度 部門別損益 令和２年度 令和３年度 令和４年度


売上 ※ 経常利益 売上 経常利益 増減率 売上 経常利益 増減率 売上 経常利益 増減率


風の丘 255,343 27,829 265,450 27,900 0.26% 281,475 31,400 12.54% 310,390 34,700 10.51%


伝承園 50,393 5,012 53,500 5,200 3.75% 55,000 5,900 13.46% 57,500 6,300 6.78%


ふるさと村 49,437 ▲ 9,106 53,800 ▲ 6,800 25.32% 55,150 ▲ 3,200 52.94% 57,080 100 -


水光園 117,543 ▲ 7,531 125,000 ▲ 5,800 22.98% 131,150 ▲ 2,700 53.45% 135,080 100 -


製造 8,670 ▲ 28 11,300 100 - 12,650 300 200.00% 13,580 500 66.67%


営業企画 206,098 ▲ 10,141 254,950 ▲ 6,800 32.95% 268,575 ▲ 2,700 60.29% 270,370 1,000 -


一般管理・
営業外


36,363 ▲ 17,204 36,000 ▲ 18,000 4.63% 36,000 ▲ 19,000 5.56% 36,000 ▲ 22,700 19.47%


合計 723,847 ▲ 11,169 800,000 ▲ 4,200 62.40% 840,000 10,000 - 880,000 20,000 100.00%







経営改革３か年計画の目的


１．組織づくり
①常勤経営者による経営体制の構築 ②組織のガバナンス(内部統制)強化
③攻める営業体制の構築 ④計画的な採用と地元人材の育成


２．安定資金の確保
①利益体質への転換 ②新たな資金調達手段の確保


３．地域商社機能の強化
①選択と集中による収益改善 ②地域事業者との連携
③マーケティング・プロモーション(販売戦略)力強化


４．施設維持・運営管理の見直し
①施設の魅力づくり ②オペレーション(業務管理)の最適化
③管理強化と事業見直しによるコスト低減
④建物の老朽化への対応（風の丘リニューアル含）


経営改革の柱


地域事業者と共に「遠野」と「遠野産品」の魅力を強化育成し、継続的な「稼ぐ地域」を支え


る遠野の中核企業を目指す。同時に、遠野の伝統や文化の継承にも貢献し、社員が「誇り」と


「はたらきがい」を持てる企業となることで、時代の変化を着実にとらえ持続的な発展が出来


る組織を目指す。
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経営改革のスケジュール


令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度


前期 中期 後期 前期 中期 後期 前期 中期 後期 前期 中期 後期


１．組織づくり


２．安定資金の
確保


３．地域商社
機能の強化


４．施設維持・
運営管理
の見直し


常勤経営者による
経営体制の構築


組織のガバナンス強化


攻める営業体制の構築


計画的な採用と地元人材の育成


利益体質への転換


選択と集中による収益改善


地域事業者との連携


マーケティング力強化


株式会社化→
新たな資金調達手段の確保


施設の魅力づくり


オペレーションの最適化
（指定管理の見直しを含む）


管理強化と事業見直しによるコスト低減


施設の老朽化への対応


① ② ③
①遠野市理事の副理事長就任
②中堅職員の招聘
③経営マネジメント人材の招聘


7


柔軟に対応







経営改革の柱 ①組織づくり（1）


・本改革において最も重要な柱であり、社員全体の理解が必要となる。
・継続的な人材育成及び新採用等で体制の充実を図る事により実行力を身に着ける。


①常勤経営者による経営体制の構築


従来の非常勤中心の経営体制を見直し、常駐の経営人材を投入する事で組織ガバナン


ス(内部統制)を確立し、事業や運営を牽引。必要に応じて経営機能を補完する外部人材を


登用しながら、内部から経営の舵を取る体制を構築、強化する。


②組織のガバナンス(内部統制)強化


意思決定の枠組みを構築すると共に、役


割や権限、責任範囲などを明確化。稟議


制度や入出金ルールを再構築し、会議体


制及びその協議内容も一新。公的企業に


求められるガバナンス水準を担保しながら、


ＰＤＣＡサイクルの徹底と情報共有を図る。
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経営改革の柱 ①組織づくり（2）


③攻める営業体制の構築


既存事業を再検証し、各部門の適正人数を見直す中で、収益を牽引する営業部門に適切


な人員を配置し、全社的な営業・広報・プロモーション(販売戦略)等を行い、しっかりとした


「攻め」の営業体制を構築する。


④計画的な採用と地元人材の育成


年齢による将来の大規模な退職リスクに備える為、新卒者採用や地域おこし協力隊等を


活用した、若手人材の獲得を進める。また、公社が弱い領域については、適宜外部人材を


活用する。中期的には、地元の子供達や学生との交流や教育活動を通して未来の公社人


材育成を図ると共に、遠野の伝統や文化の継承に貢献していく。
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経営改革の柱 ②安定資金の確保


・公的資金のみに依存せず、多様な資金調達手段を検討する。
・各事業の管理体制を強化することで、過大なコストの抽出、見直しを図る。


①利益体質への転換


施設改修・企画開発・情報発信による集客力を強化し、収益の柱である「風の丘」を軸に


事業を再構築する。同時に、施設や事業毎の進捗管理・軌道修正等、管理体制を強化する


ことで収益の最大化とコスト管理を牽引する仕組みを作り、利益体質へと変えていく。生産


性向上を図りながら、雇用拡大や所得の向上を目指す。


②新たな資金調達手段の確保


公的資金のみに頼らない多様な資金


調達手段を確保し、市場環境の変化に


も柔軟な組織を作るべく、新たに株式会


社を作り広く民間から資金を集められる


基盤を構築する。
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①選択と集中による収益改善


現状の複雑化した地域商社事業を整理し、「継続・変更・縮小・廃止」を決定する。収益性


と公益性、将来性等の観点から事業検証しながら、事業の在り方や枠組み等の再検討を


行い、収益改善に繋げることで、自立し持続可能な公社にしていく。


経営改革の柱 ③地域商社機能の強化


・各施設の事業を整理し、縮小・廃止も含めて事業の必要性を再検討する。
・遠野のオンリーワンといえる商品群を作り出し、積極的に発信する。


遠野産品の例（パドロン）


②地域事業者との連携


地域事業者と更に連携し、支援しながら地域産品の商品化を進め、販売を促進するプ


ラットホーム（基盤）を目指す。地域事業者と共に市場を開拓しながら「遠野ブランド」の強


化育成を図っていく。


③マーケティング・プロモーション（販売戦略）力強化


地域の若手人材や、外部専門家とも連携しながら、ブ


ランディング（差別化・価値化等）、宣伝活動、販売など


の一連の販売手法を改善していく。また、公社の自社


商品だけでなく、パドロンやクラフトビール等、新たに生


まれた産品を活用し、遠野のオンリーワンといえる商品


群をＳＮＳ等も活用発信することで、「遠野」と「遠野産


品」のファンづくりに務め、効果的なマーケティングへと


繋げていく。
11







経営改革の柱 ④施設維持・運営管理の見直し


・接客対応・陳列・装飾等を見直し魅力ある施設づくりを推進する。
・施設の老朽化に対し、必要となる修繕・改修計画を検討し、市と協議を行う。


①施設の魅力づくり


お客様に合った接客対応・メニュー・品揃え・陳列・レイアウト・装飾・展示・設備等、魅力あ
る施設づくりに向けて、社員のスキルアップを行い地域の若手人材や、外部専門家の協力
を得て改善していく。また、風の丘の改修計画も目指すべきコンセプトやお客様目線に沿っ
て計画していく。


②オペレーション（業務管理）の最適化（指定管理の見直しも含む）


事業オペレーションを見直し、省力化、効率化を追求する。適材適所の人員配置を行い組
織の再構築することで生産性向上に取り組み雇用環境・労働環境の改善を行う。不足がち
な人員体制については、新卒者、若手人材、地域おこし協力隊、地域企業等と連携し確保
していく。


③管理強化と事業見直しによるコスト低減


収支管理を強化し、即座にコストを把握できる状況を作る
中で、経費内容や季節ごとの運営体制などを再度確認し、
見直すことでコスト低減を図る。


④施設と設備の老朽化への対応


顧客満足度にも影響のある施設と設備の老朽化に対応す
べく施設毎の修繕及び改修計画を検討し、市担当課と協議
する中で、適宜対応していく体制を構築する。 12
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百年の縁を 
１００年続く絆に 


永遠の日本のふるさと遠野 


資料① 


 
 


株式会社東北銀行との地方創生の連携に関する協定の締結について 
 
 


【発表の要旨】 
  遠野市と株式会社東北銀行は、遠野市の地方創生に関する取組を推進することを目


的として、連携協定を締結します。 


 
【発表の内容】 
１ 地方創生の連携に関する協定内容について 


（１） 協定の目的 
     遠野市と株式会社東北銀行は、地方創生に関する「遠野スタイル創造・発展総合戦


略」の取組を推進するため、相互に連携し、協力することを目的に連携協定を締結し


ます。 
（２） 取組内容 


① 雇用確保のための内発型・外発型商工業の振興に関すること 
② タフな農林畜産業の６次産業化と新たな仕事の創出に関すること 
③ 観光振興と交流人口の拡大による「で・くらす遠野」定住の促進に関すること 
④ 「子育てするなら遠野」の推進に関すること 
⑤ 高齢者の自立と社会参加の促進に関すること 
⑥ その他、目的達成のために必要と認められる事項に関すること 


 
２ 協定に伴う具体的な取組について  


（１） 東北銀行の取組 
「チャレンジする６次産業応援資金」を新商品化し、６次産業化や農商工連携を行


うために、必要な事業資金に対し融資を行います。融資金額は 500 万円以内、融資期


間は７年以内、融資利率は年２．５％です。 
（２） 遠野市の取組 


東北銀行の「チャレンジする６次産業応援資金」を活用した、遠野市内の法人又は


個人に対し、本市では利子補給金を創設し、返済の際に発生する利子相当分に対して


利子補給を行います。 
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株式会社岩手銀行との地方創生の連携に関する協定の締結について 
 
 


【発表の要旨】 
  遠野市と株式会社岩手銀行は、遠野市の地方創生に関する取組を推進することを目


的として、連携協定を締結します。 


 
【発表の内容】 
１ 地方創生の連携に関する協定内容について 


（１） 協定の目的 
     遠野市と株式会社岩手銀行は、地方創生に関する「遠野スタイル創造・発展総合戦


略」の取組を推進するため、相互に連携し、協力することを目的に連携協定を締結す


る。 
（２） 取組内容 


① 雇用確保のための内発型・外発型商工業の振興に関すること 
② タフな農林畜産業の６次産業化と新たな仕事の創出に関すること 
③ 観光振興と交流人口の拡大による「で・くらす遠野」定住の促進に関すること 
④ 「子育てするなら遠野」の推進に関すること 
⑤ 高齢者の自立と社会参加の促進に関すること 
⑥ その他、目的達成のために必要と認められる事項に関すること 


 
２ 協定に伴う具体的な取組について  


（１） 遠野市空き家リフォーム事業について 
遠野市では、空き家の有効活用及び移住者の定住を促進するため、移住者が求める


住宅の確保に努めている。遠野市空き家リフォーム事業助成金交付要綱（以下「要綱


という。」）を平成 22 年７月 15 日に定め、空き家リフォーム工事に要する費用に対し


て、10 万円を上限とし２分の１の助成金を交付してきた。平成 28 年度からは、助成


金の上限額を 25 万円に引き上げ、さらに空き家の確保の充実に努める。 
（２） 岩手銀行との提携内容について 


上記要綱に該当する空き家所有者が、空き家をリフォームする際に「いわぎん


空き家活用・解体ローン」の利用を希望する場合、遠野市は「あっせん書」を発


行することにより、このローンの貸出金利が店頭表示金利から 0.5％引き下げられ、


優遇金利で商品を活用することができる。 
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